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日時 平成３０年１１月１０日（土） 

 １０：００～１１：００ 

会場 熊本県立劇場 大会議室 

（熊本市中央区大江 2 丁目７－１） 

    

実行委員会、理事会 

第４回全国研究交流大会大懇親会 

社会福祉推進事業 自治体コンサル 

社会福祉推進事業 委員会 

第四期社員総会 

第４回全国研究交流大会 

実行委員会、理事会 

第４回全国研究交流大会 
社会福祉推進事業 自治体コンサル 

社会福祉推進事業 委員会 

第四期社員総会 
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社員社員社員社員総会式次第総会式次第総会式次第総会式次第    

    

一、開会宣言一、開会宣言一、開会宣言一、開会宣言    

    

二、開会挨拶二、開会挨拶二、開会挨拶二、開会挨拶    

    

三、三、三、三、議長および書記および議事録署名人選出議長および書記および議事録署名人選出議長および書記および議事録署名人選出議長および書記および議事録署名人選出    

    

四四四四、議案提案、議案提案、議案提案、議案提案    

第一号議案第一号議案第一号議案第一号議案    平成平成平成平成２９２９２９２９年度活動報告承認年度活動報告承認年度活動報告承認年度活動報告承認の件の件の件の件    

第二号議案第二号議案第二号議案第二号議案    平成平成平成平成２９２９２９２９年度決算報告年度決算報告年度決算報告年度決算報告承認承認承認承認のののの件件件件    

                        監査報告監査報告監査報告監査報告    

第三号議案第三号議案第三号議案第三号議案    第三号議案第三号議案第三号議案第三号議案    役員選任の件役員選任の件役員選任の件役員選任の件    

第四号議案第四号議案第四号議案第四号議案    平成平成平成平成３０３０３０３０年度年度年度年度活動方針決定活動方針決定活動方針決定活動方針決定の件の件の件の件    

第第第第五五五五号議案号議案号議案号議案    平成平成平成平成３０３０３０３０年度予算決定の件年度予算決定の件年度予算決定の件年度予算決定の件    

    

五五五五、質疑応答、質疑応答、質疑応答、質疑応答    第一号議案～第第一号議案～第第一号議案～第第一号議案～第五五五五号議案号議案号議案号議案    

    

六六六六、採決、採決、採決、採決    

    

七七七七、議長解任、議長解任、議長解任、議長解任    

    

八八八八、閉会、閉会、閉会、閉会    
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第一号議案第一号議案第一号議案第一号議案    平成平成平成平成２９２９２９２９年度活動報告承認の件年度活動報告承認の件年度活動報告承認の件年度活動報告承認の件    

一、活動庶務 

＜平成２９年＞ 

１０月  １日（日） 事務局会議 福岡市 

１０月１２日（木） 事務局会議 東京都 

１０月２３日（月） 事務局会議 高知市 

１０月３１日（火） 第三期第７回理事会、実行委員会 東京都 

１１月１０日（金） 第４回全国研究交流大会 前夜祭（高知）開催 

１１月１１日（土） 第三期第８回理事会、実行委員会 高知市 

          第四期社員総会 

１１月１１日（土） 第４回全国研究交流大会（高知）開催 

  ～１２日（日） 第４回全国研究交流大会（高知）開催   

          実行委員会 高知市   

＜平成３０年＞ 

１月１５日（月） 第四期第１回理事会、実行委員会 東京都 

１月３０日（火） 事務局会議 熊本市 

４月  ３日（火） 第四期第２回理事会、実行委員会 東京都 

４月２５日（水） 事務局会議 高知市 

５月１４日（月） 第四期第３回理事会、実行委員会 東京都 

５月２２日（火） 事務局会議 熊本市 

５月３１日（木） 日本財団Ｈ２８年度助成分監査 福岡市 

６月１９日（火） 事務局会議 熊本市 

７月１６日（月） 第四期第４回理事会、実行委員会 東京都 

７月２３日（月） 事務局会議 熊本市 

８月２１日（火） 事務局会議 熊本市 

９月  ７日（金） 事務局会議 熊本市 

９月２０日（木） 第四期第５回理事会、実行委員会 東京都 

１０月９日（金） 第四期第６回理事会、実行委員会 東京都 

 

＜第四期 理事会、実行委員会の開催＞ 

実行委員会（平成２９年１月１２日） 

   開催場所 高知県立大学永国寺キャンパス教育研究棟１階 

   出席人数 １３名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

        ・第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会の振り返り 

        

第１回 理事会、実行委員会（平成３０年１月１５日） 

   開催場所 全国社会福祉協議会 会議室（新霞が関ビル５階） 

   出席人数 １０名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

        ・第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会の振り返り 

        ＜理事会＞  

・第四期社員総会議事録について 

・社会福祉推進事業の進捗共有 

・社会保障審議会報告 

・全国ネットワーク経営状況報告 
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 第２回 理事会、実行委員会（平成３０年４月３日） 

   開催場所 オルタ―・トレード・ジャパン会議室 

   出席人数 １２名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

・第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について  

        ・第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

        ＜理事会＞ 

・社会福祉推進事業の進捗共有 

・生活困窮者自立支援法改定について 

第３回 理事会、実行委員会（平成３０年５月１４日） 

   開催場所 オルタ―・トレード・ジャパン会議室 

   出席人数 １０名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

・第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について  

        ・第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

        ＜理事会＞ 

・社会福祉推進事業報告 

・全国ネットワーク経営状況報告 

第４回 理事会、実行委員会（平成３０年７月１６日） 

   開催場所 アットビジネスセンターサテライト新宿南口駅前 新宿ＧＳビル９階 

   出席人数 １４名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

・第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

        ・第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

＜理事会＞ 

・全国ネットワーク経営状況報告 

第５回 理事会、実行委員会（平成３０年９月２０日） 

   開催場所 アットビジネスセンターサテライト新宿南口駅前 新宿ＧＳビル９階 

   出席人数 １２名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

・第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

        ・第６回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

＜理事会＞ 

・第五期社員総会について 

第６回 理事会、実行委員会（平成３０年１０月９日） 

   開催場所 オルタ―・トレード・ジャパン会議室 

   出席人数 １１名 

   議  題 <実行委員会＞ 

・第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

・第６回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

＜理事会＞ 

・第五期社員総会について 

・全国ネットワーク経営状況報告 

 



5 

 

二、第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会を高知市で開催し、１００

０人を超える参加があり、学び合い、支え合う大会となった。 

（１）日時 

平成２９年１１月１１日（土）１２日（日） 

（２）会場 

１１日：高知県立県民文化ホール（オレンジホール） 

１２日：高知県立大学（永国寺キャンパス） 

（３）テーマ 

「人の尊厳に根ざす生活困窮者自立支援で新しい社会保障の展望を共に拓く」 

（４）開催趣旨 

生活困窮者自立支援法に基づく各地の取り組みは３年目に入り、一定の前進と

課題を明らかにしつつある。この制度がこれまでにない新しいものであるだけに、

地域実情に応じた多様な取り組みとなっていることが特徴と言える。平成２９年

度はこの制度の施行後３年目を迎え、社会保障審議会では、制度の見直しが行わ

れている。地域の実践に携わる人々がそれぞれの経験を持ち寄り、交流し学び合

い支え合うことはなにより大切である。 

同時に多様な人々がかかわる横断的なネットワークを広げながら、制度の根幹

である『人の尊厳』を柱とした新しい日本の社会保障の道を共に切り拓くために

全国の支援員及び諸団体、行政等関係機関、学識者が一堂に会した第４回研究交

流大会を、高知県高知市を会場に開催する。 

（５）参加者 

全国の支援に携わる人、行政職員、学識者、関係団体、一般市民等１，０２９人  

（６）参加費 

１人１０，０００円（※会員及び学生は７０００円。） 

（７）共催 

高知市、高知市社会福祉協議会、 

（８）後援 

内閣府、厚生労働省、金融庁、消費者庁、全国社会福祉協議会、高知県、 

高知県社会福祉協議会、徳島県社会福祉協議会、香川県社会福祉協議会、愛媛県

社会福祉協議会 

（８）企画内容 

１）前夜祭 

①日時：１１月１０日（金）１８：００～２０：４５ 

    ②講演：「生活困窮者自立支援法の必要性」岡﨑誠也と村木厚子の熱烈対談 

    ③参加者：７３人  

２）１日目 １１月１２日(土) １２:００～１８：００ 

    ①基調鼎談「生活困窮者自立支援とこの国のセーフティネットのゆくえ」 

人を支える生活困窮者自立支援制度が日本のセーフティネット構築に資す 

る展望をそれぞれの見地から語った。 

     [パネラー] 

厚生労働省社会・援護局 局長 定塚 由美子 

NPO 法人抱樸（福岡県）理事長 奥田 知志 

東京大学  名誉教授 大森 彌 

[コーディネーター] 
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ジャーナリスト 迫田 朋子 

    ②自治体編「生活困窮者自立支援で自治体政策をこう変える」 

      この制度の成否は自治体の取り組みにかかっている。都道府県・市町村首長・

担当者が率直にその取り組みを語った。 

[パネラー] 

高知市（高知県）市長 岡﨑 誠也 

邑南町（島根県）町長 石橋 良治 

大阪府福祉部地域福祉推進室社会援護課 課長 前河 桜 

[コーディネーター] 

慶應義塾大学経済学部  教授 駒村 康平     

③徹底討論パート１「生活困窮者自立支援制度と地域共生社会」 

      地域共生社会の中核たる本法が見直されている。どこに向かおうとしている

のか、制度から問いかけた。 

     [登壇者] 

中央大学法学部  教授 宮本 太郎 

日本福祉大学  学長補佐 原田 正樹 

厚生労働省社会・援護局生活困窮者自立支援室 室長 本後 健    

  ④徹底討論パート２「生活困窮者自立支援制度と地域共生社会」 

      希望を持って生きている地域の姿を通じて本法の目指すところを問いかけた。 

     [登壇者] 

宝塚市社会福祉協議会（兵庫県）常務理事 佐藤 寿一 

NPO 法人とかの元気村（高知県）副理事長 森田 有紀 

 [コーディネーター] 

生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問 村木 厚子 

  ⑤フロアディスカッション 

      聞き手であった参加者が主役で双方向での理解を深めた。 

[指定討論者] 

生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問 山崎 史郎 

[指定コーディネーター] 

ジャーナリスト 迫田 朋子 

[登壇者] 

徹底討論パート１・パート２登壇者 

    ※大懇親会 １８：３０～２０：００          参加者数：３５０人 

３）２日目 １１月１２日（日） ９：１５～１４：３０ 

① 分科会１「「はたらく」ことを支援する地域づくり」 

  社会的企業型、一般企業への企業開拓、そして支援のあり方について、実

践者からの話をもとに、参加者と共有をはかった。  参加者数：１１９人 

[パネラー] 

   NPO 法人暮らしづくりネットワーク北芝 職員 簗瀬 健二 

   NPO 法人わかもの就労ネットワーク 理事 三鴨 みちこ 

   富士市ユニバーサル就労支援センター 統括責任者 三好 泰枝 

   日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会 センター事業団  

理事長 田中 羊子 
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   日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会 高知事業所  

所長 小谷 加代 

[コーディネーター] 

   社会福祉法人生活クラブ風の村 理事長 池田 徹 

② 分科会２「農業分野は、キャリア形成を応援できるか!?」 

 農業分野の仕事や労働が、就労支援や相談者のキャリア形成にどう応用がで

きるかが討議された。                 参加者数：８６人 

     [パネラー] 

      株式会社れいほく未来 代表取締役常務 岡部 正彦 

      NPO 法人おおさか若者就労支援機構 事務局長 太田 光昭 

      NPO 法人就労継続支援Ａ型事業所協議会 理事長 萩原 義文 

      NPO 法人日本プロフェッショナル・キャリア・カウンセラー協会  

キャリア開発室 室長 森園 仁美 

[コメンテーター] 

      高知県立大学社会福祉学部 講師 福間 隆康 

[コーディネーター] 

      Ａ’ワーク創造館（大阪地域職業訓練センター） 就労支援室長 西岡 正次 

③分科会３「一人ひとりの尊厳を柱とした包括ケアと生活困窮者支援」  

 断らない包括的相談支援体制と支援体制づくりや、個別支援と地域支援の 

連動など、生活困窮者支援のベースになる考え方から、一人ひとりの尊厳を

柱とした包括ケアと生活困窮者自立支援のあり方を考えるセッションとなっ

た。                       参加者数：１０７人 

[パネラー] 

      南国市社会福祉協議会地域福祉課 課長 丹生谷 行朗 

      伊賀市健康福祉部医療福祉政策課 主査 奥沢 浩和 

      豊島区民社会福祉協議会地域相談支援課 課長 大竹 宏和 

      長野県社会福祉協議会相談事業部自立支援グループ 企画員 中島 将 

[コーディネーター] 

      ルーテル学院大学 名誉教授 和田 敏明     

④分科会４現地企画①「ことわらない支援から視えてきたもの～地方中核都市か

らの発信～」  

地元である高知市と、同じ人口規模である大津市が登壇。中核市で政策を

考えている立場と現場で相談業務を行っている両方の立場から、生活困窮者

自立支援事業を掘り下げるセッションとなった。    参加者数：５７人 

[パネラー] 

      高知市健康福祉部 部長 村岡 晃 

      高知市生活支援相談センター 生活支援相談員 上岡 篤史 

      大津市福祉子ども部 政策監兼福祉事務所長 高野 早人 

      大津市社会福祉協議会自立支援グループ 相談支援員 山崎 晴美 

[コーディネーター] 

      日本福祉大学社会福祉学部 教授 平野 隆之 

    ⑤分科会５現地企画②「困りごと支援は土佐の山間から」 

       高知県内で生活困窮者支援や地域福祉に積極的に取り組んでいる登壇者か

ら、各市町村、地域での困窮者支援の特徴や現状を聞き、深める会となった。      
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参加者数：９４人 

[パネラー] 

      高知県佐川町 あんしん生活支援センター センター長 田村 和裕 

      高知県土佐町 あったかふれあいセンター 土佐町社会福祉協議会  

事務局長 山首 尚子      

高知県香美市 生活相談センター香美 所長 徳弘 博国 

[コメンテーター] 

      高知県地域福祉部福祉指導課  

課長補佐兼チーフ（自立支援担当） 田村 義之 

      高知県社会福祉協議会 地域・生活支援課 課長  間 章 

[コーディネーター] 

      高知県立大学社会福祉学部 教授 田中 きよむ 

    ⑥分科会６「子ども・若者支援～孤立からの脱却と自立支援の方策～」   

       生活保護受給世帯や学力テストの分析結果から見る子ども・若者支援のあ

り方の報告および各地での実践から学びを深める会となった。 

                      参加者数：ＡＭ１１７人、ＰＭ１４８人 

     [パネラー] 

      NPO 法人おおいた子ども支援ネット 専務理事 矢野 茂生 

      NPO 法人抱樸 常務 山田 耕司 

      高知県教育委員会事務局生涯学習課 課長 森 克仁 

      沖縄大学人文学部 准教授 島村 聡 

      大阪市立大学大学院創造都市研究科 准教授 五石 敬路 

[コーディネーター] 

      NPO 法人 NPO スチューデント・サポート・フェイス 代表理事 谷口 仁史 

⑦分科会７「居住支援のこれから―住宅と暮らしの一体的な支援とは」 

前半では学識者や国の担当者から制度や理念の説明がなされ、後半では実

践報告とディスカッション、質疑応答という時間となった。 

参加者数：ＡＭ８１人、ＰＭ９５人 

[パネラー] 

   一般財団法人高齢者住宅財団 特別顧問 高橋 紘士 

   大分大学大学院福祉社会科学研究科 准教授 垣田 裕介 

   福岡市社会福祉協議会 地域福祉課事業開発係 係長 栗田 将行 

   NPO 法人自立支援センターふるさとの会 常務理事 滝脇 憲 

   厚生労働省 社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室 室長 本後 健 

   国土交通省 住宅局 局長 伊藤 明子 

[コーディネーター] 

 NPO 法人抱樸 理事長 奥田 知志 

    ⑧分科会８「生活困窮者自立支援事業の力量アップをはかる～自ら＆協働の事業

推進の視点～」 

事例発表を伺い、それを深めるミニシンポジウムを開催。生活困窮者自立

支援と地域共生社会の形について、論議が展開された。 

参加者数：ＡＭ１０７人、ＰＭ１３０人 

     [実践報告者] 

      堺市社会福祉協議会地域福祉課 課長 所 正文 
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      社会福祉法人みなと寮救護施設千里寮 施設長 木島 初正 

      岩見沢市生活サポートセンターりんく センター長 湯澤 真吾 

      NPO 法人みかんプラス 理事 木村 謙児 

      八幡浜市社会福祉協議会地域福祉課 係長 前田 善明 

      大村市社会福祉協議会 事務局次長 山下 浩司 

      NPO 法人元気な仲間 たかしま結びと育ちの応援団  

利用者支援専門員 石田 容子 

      高島市社会福祉協議会 ふくしのまちづくり推進課 生活支援グループ 

係長 松本 道也 

[コメンテーター] 

      一般社団法人釧路社会的企業創造協議会 副代表 櫛部 武俊 

[コーディネーター] 

      全国社会福祉協議会 常務理事 渋谷 篤男 

     ○ミニシンポジウム 「地域共生社会」における「協働の中核」をどう担うか 

上記実践報告者ほか、日本福祉大学 学長補佐 原田 正樹 

    ⑨分科会９「必須事業の実現に向けて～家計相談支援の原点に戻る～」 

基礎的な家計相談の本来のあり方から、借金、病気・治療費、障害のある 

人の家計支援までを考えた。  参加者数：ＡＭ１１６人、ＰＭ１１９人 

     [パネラー] 

     ―１部― 

      生活困窮者自立支援全国ネットワーク 事務局長 行岡 みち子 

      中高年事業団やまて企業組合福祉事業部 統括責任者 山口 耕樹 

      グリーンコープ生協ふくおか 家計相談支援スーパーバイザー 藤浦 久美 

      久留米市健康福祉部生活支援第２課 主事 岡村 謙吾 

      新潟県労働者福祉協議会 上越パーソナル・サポート・センター  

センター長 漆間 和美 

     ―２部― 

      野洲市市民部市民生活相談課 課長補佐 生水 裕美 

      障がいのある人とご家族のライフプランを考える会 会長 石川 智 

      社会福祉法人恩賜財団済生会滋賀県病院  

医療ソーシャルワーカー 川添 芽衣子 

[コーディネーター] 

      明治学院大学社会学部 教授 新保 美香    

  ⑩分科会１０ 地域力「地域に生きる」 

     高い問題意識から生まれた個性的で多様な取り組みを学び合い、その共 

通項を見出す会となった。      参加者数：ＡＭ７３人、ＰＭ８８人 

     [パネラー] 

      塙山学区住みよいまちをつくる会 会長 西村 ミチ江 

      西宮市社会福祉協議会 常務理事 清水 明彦 

      御荘診療所（ＮＰＯ法人なんぐん市場理事）所長・医師 長野 敏宏 

      森の巣箱 施設長 大﨑 登 

      NPO 法人にしはらたんぽぽハウス 施設長 上村 加代子 

[コメンテーター] 

      高知県中山間振興・交通部 中山間地域対策課 チーフ 隅田 紀子 
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      NPO 法人全国コミュニティライフサポートセンター 理事長 池田 昌弘 

[コーディネーター] 

      独立行政法人国立病院機構 副理事長 古都 賢一 

（１０）アンケート結果（２５３人） 

 １）所属（複数回答） 行政４１人、社協９２人、ＮＰＯ法人２６人、民間支援団体１

４人、協同組合組織３１人、その他３７人、無回答１５人 

 ２）各企画別５段階評価結果（％） 

＜全体会＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜分科会・ＡＭ＞ 
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＜分科会・ＰＭ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１２）まとめ 

本大会では、生活困窮者自立支援法の施行から見直しへと移行していく過程も踏まえ、

企画内容にマッチした全国の先駆的な困窮者支援の取組みの実践者が登壇し、参加者と

一緒に支援の現状や課題をテーマに議論していけるよう組み立てた。 

さらに前回大会のアンケートで出された意見を踏まえ、分科会だけでなく全体会にお

いても、登壇者と会場との双方向のディスカッションを企画した。また、分科会を午前

と午後に分割することで選択肢を広げながらも一貫したテーマで議論を深めることにつ

ながった。 

これまでの成果を確認し合い、制度の理念と改正内容を周知し、取り組み方の議論を

深めたことで、この制度をさらに創造的に発展させるための考え方や手法を学び合えた

と考える。さらに、理事会でまとめた「生活困窮者自立支援制度の制度改正に向けた提

言書」を本大会で報告することも出来た。 

当日は、岡﨑代表理事（高知市長）をはじめ、高知市職員、高知市社協、高知県立大

学、地元の方々のご協力を得てスムーズに運営する事ができ、大変温かな雰囲気の大会

となった。実行委員会や現地実行委員会を重ね、現地と一緒に大会を盛り上げていくこ

とが出来たことの成果だと考える。参加者アンケートでは過去最高の評価を得ることが

出来た。 

全国研究交流大会への期待は年々大きくなっており、支援に携わる参加者にとっての

ベースキャンプのような役割も担っている。直接この制度を担う行政担当者、事業を受

託している民間団体、さらに地域で活躍する団体や学識経験者、企業、マスコミ、政治

家など、様々な人々が集い、困窮者支援の広がりを実感できる大会となった。 
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三、厚生労働省社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援事業の充実を目指す

ための自治体支援等に関する調査・研究事業」に取り組み、自治体アン

ケートとコンサルタントサービスを実施した。 

（１）事業全体について 

 １）概要 

 自治体の実情(社会資源・財政・人材など)を調査する自治体アンケートの集約・

分析及び、自治体の実情に合わせた自立相談支援事業、就労準備支援・家計相談支

援等の任意事業の立ち上げや強化のためのコンサルタントの進め方を調査・研究す

る事業であった。 

 ２）目的 

   ①全国の自治体に困窮者支援事業の充実に向けてどのような課題があるかをアンケ

ート調査する。 

   ②希望する自治体に対して、実験的に自立相談支援、就労準備支援、家計相談支援

の各事業のコンサルタントサービスを実施する。 

   ③アンケート調査と実験的なコンサルタントサービスを通して、コンサルタントサ

ービスや相談支援員研修についてのニーズを把握する。 

 ３）検討委員会 

事業を実施するために、４回の検討委員会（９月２１日・２月７日・３月９日・

３月２８日）を実施した。 

（２）アンケート調査について     

１）アンケート配布・回収について 

生活困窮者自立支援事業を実施している都道府県、指定都市、特別区、中核市、

一般市の８６１自治体へアンケートを郵送し、５９４自治体より回答を得た。アン

ケートの設問は、生活困窮者自立支援事業の充実に向けた自治体支援のニーズを把

握するために、以下の４つの内容とした。 

① 個別相談の支援課題(支援困難事例への対応方法、任意事業に取り組んでの疑問

等) 

② 任意事業実施のための支援課題(社会資源の活用方法、立ち上げ支援等) 

③ 内連携、地域連携に向けた支援課題（組織運営、ガバナンスのあり方等） 

④ 上記以外の自治体が希望する支援課題 

２）アンケート集約と分析について 

回答内容を集計し、アンケート分析委員会を４回開催（２月７日・３月９日・３

月２８日）した。アンケートの結果については、五石委員（大阪市立大学准教授）

により分析と考察を行った。アンケートの自由記入欄については、新保委員（明治

学院大学教授）により分析と考察を行った。 

（３）コンサルタントサービスについて 

 １）利用自治体の公募と選定について 

①生活困窮者自立支援事業実施自治体の中で、特別区・中核市・一般市を対象に郵

送で公募文書を発送（９月１日）した。 

②申し込みにあたっては、「自立相談支援」「就労準備支援」「家計相談支援」「庁内

連携・地域連携に向けた取り組み方」の４項目の中から、重複選択可で自治体に

選択してもらった。 

③１９自治体より応募（９月２０日締切）があり、検討委員会にて、既に開始して

いる 1 県を含め、自治体の規模の違いによる調査ができるよう絞り込みを行い、
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１県、４中核市、５一般市を選定した。 

④以下の自治体に対して、事前調査、小委員会、必要に応じてアドバイスやコンサ

ルタント、研修会などを実施した。 

    ○自立相談支援事業のコンサルタント対象自治体 

      小田原市（神奈川県） 

    ○就労準備支援事業のコンサルタント対象自治体 

旭川市（北海道）、須賀川市（福島県）、奈良県 

○家計相談支援事業のコンサルタント対象自治体 

      高知市、山形市、三条市（新潟県）、高槻市（大阪府）、豊見城市（沖縄県）、

多久市（佐賀県） 

  ２）コンサルタントサービスの実施状況について 

   ①自立相談支援事業コンサルティング 

・小田原市 ３回 

小委員会（１０月９日・１２月２０日）、ヒアリング調査（１１月１５～１７日）

研修会（２月３日） 

②就労準備支援事業コンサルティング 

・奈良県 ５回 

 事前調査（１０月２日）、コンサルティング（１０月１９日・１２月２２日・

１月１０日・２月２２日） 

・須賀川市(福島県) ５回 

事前調査（１０月１１日）、コンサルティング（１１月６日・１２月１４～

１５日・１月３０日・２月８日） 

    ・旭川市(北海道) ５回 

      事前調査（１０月１２日）、コンサルティング（１１月１５～１６日・１２月

２５日・１月１９日・３月２２～２３日） 

③家計相談支援事業コンサルティング 

・豊見城市（沖縄県） ２回 

事前調査（９月２７日）、研修会(３月１６日)  

    ・高槻市(大阪府) ４回 

      事前調査（１０月１６日・１２月８日）、コンサルティング（１２月２５日）

コンサルティング研修会（３月２日） 

    ・山形市 ２回 

      事前調査（１０月１９日）、コンサルティング研修会（２月２２日） 

    ・三条市(新潟県) ２回 

      事前調査（１０月２０日）、コンサルティング研修会（２月１４日） 

    ・多久市(佐賀県) １回（２回） 

      事前調査(１２月２６日)、（研修会 参加２回） 

    ・高知市 ４回 

      小委員会（１月９日・２月１日）、コンサルティング研修会（２月１９日）、

コンサルティング就労支援研修会（２月２６日） 

（４）まとめ 

    法施行から３年が経過し、生活困窮に陥る予防や生活の再生という制度の目的が

着実に現れている一方で、任意事業である就労準備支援事業や家計相談支援事業が

広がっていない実態があった。受けて、任意事業の実施を広げ、一体実施を進めて
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いくことで、困窮者支援を充実に繋げていくことを目的に、調査・研究事業に取り

組んだ。 

自治体アンケートでは、対象自治体８６１自治体の７割（５９４自治体）からの

解答を集計し、合計・平均・割合等の数値を出して、委員会で検討を行い、委員の

五石敬路先生（大阪市立大学准教授）による分析結果をまとめた。「自治体の人口規

模が大きいほど、新規相談１件当たりの予算規模が小さい傾向があり、人口規模に

よる格差が小さくない」「就労準備と家計相談の２つの任意事業を一体的に実施して

いるほど、実績、目標達成度、自立相談支援事業の現状評価が高い傾向がある」「自

治体の人口規模が小さいほど、他機関からのリファーされた割合が大きい」「事業の

考え方、進め方を不断に見直している自治体ほど現状評価が高い傾向がある」等、

自治体規模、予算、任意事業の取組状況による分析・考察が得られた。また自由記

入欄の内容からは各々の自治体が抱える悩みや課題を把握することが出来た。 

コンサルタントサービスでは、制度の執行状況や課題は自治体によって様々であ

ることから、自治体が要望するコンサルタントサービスに適した役員や協力団体、

研究者が各自治体に出向き個別に実施した。自治体や受託団体などと丁寧なやり取

りを重ね、取り組みの現状や課題の把握から始め、必要とされる助言やアドバイス、

研修等を実施したことで、具体的で的確なコンサルタントサービスを実施すること

ができた。 

実施した自治体からの報告によると、「課題解決に向け具体的な施策を講じること

が出来た」、「相互理解が深まり支援が広がった」、「期待に応える内容だった」等、

今回のコンサルタントサービスは一定評価できる内容であったと思われる。 

コンサルタントサービスを実施した自治体や、自治体アンケートでも、コンサル

タントサービスや研修等の要望が多く出されている事から、今後の取り組みの継続

について、検討していく必要があると考える。 

尚、本事業の詳細の内容は、当団体のホームページに掲載している、「生活困窮者

自立支援事業の充実を目指すための自治体支援等に関する調査・研究事業報告書」

を参照されたい。 
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四、会員向け情報発信活動として、メルマガやホームページへの掲載と合わ

せて、最新情報や困窮者支援の現場の様子を届けた。 

 （１）会報の発行 

   ・赤い羽根福祉基金の助成を受けて、会報を３回発行し、全会員に郵送した。 

   ・今年度は５号を２月に、６号を６月に、７号を９月に発行した。５号では役員か

らの新年の挨拶と第４回全国研究交流大会の報告、６号ではＨ２９年度社会福祉

推進事業で実施した自治体アンケート結果報告、７号では第５回生活困窮者自立

支援全国研究交流大会に向けたメッセージと案内を届けた。 

・会員からは「大会には参加できなかったが、大会の様子が分かって良かった」「会

報を見て大会に参加しようと思った」「自治体アンケートの結果は今後の困窮者支

援の事業検討の参考になった」「毎回、会報の発行を楽しみにしている」などの声

が寄せられており、会員への情報発信・情報交換に大いに役に立っていると思わ

れる。 

（２）ホームページでの掲載 

  ・全国研究交流大会や厚生労働省からの情報や関連団体のシンポジウムや研修の案

内など、困窮者支援に関する情報を随時アップした。 

・ホームページの問合せコーナーに寄せられる相談者、相談支援員からの質問や困

窮者支援に関わる団体からの研修講師依頼等に対し、連携団体と協力しながら対

応した。 

（３）会員向けのメルマガの発信 

・会員向けにメルマガを発行し、第５回全国研究交流大会や実践研修の参加を呼び

かけた。 

・困窮者支援に関する直近の情報を随時届けた。 

（４）まとめ 

  ・会報を全会員に郵送したことで、メールアドレスを登録していない会員も含め、

確実に情報を届けることが出来た。 

・会報を発行することで、会員は困窮者支援に役立つ情報を得ることができ、会員

のメリットを実感できたものと思われる。 

・また、会報に会員からのご意見ページを設けたことで、取材希望や住所変更他の

連絡等、双方向のやり取りも増えてきている。 

・さらに、役員や、困窮者支援制度立案に関わった人などいろんな方からの会員に

メッセージを届けたり、社会福祉推進事業の報告など、会報でないと伝えられな

い内容を届けることが出来た。 

  ・今後は、会員の困窮者支援現場の取材等を活発にし、さらに支援現場に役立つ情

報として機能できるよう内容を充実させていきたい。 
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五、行政等に対する政策提言に取り組んだ。 

（１）平成２９年１１月１１日に「生活困窮者自立支援制度改定に向けて」を発表した。 

 

生活困窮者自立支援制度改定に向けて生活困窮者自立支援制度改定に向けて生活困窮者自立支援制度改定に向けて生活困窮者自立支援制度改定に向けて    

平成 29 年 11 月 11 日 

1. 生活困窮者の定義をさらに現実に即した広義のものとするべきである。本法第二条における生

活困窮者の定義において、「最低限度の生活が維持できなくなるおそれ」が生じるのは、「現に

経済的に困窮」していくことだけではなく、社会的孤立など多様な要因が複合してのことである。

生活困窮者についてより広義の定義をおこなうことで、この制度が地域共生社会づくりの一つ

の軸になることを明確に打ち出すことができる。また、就労準備支援事業など任意事業の支援

対象についても、収入や年齢による制限は可能な限り緩和するべきである。 

2. 制度における個別給付は、住居確保給付金に限定されているが、たとえば学習支援の場での

食料提供や、就労支援における交通費の給付などから始めて、支援期間中に生活困窮者を

支える給付の枠を拡大していくべきである。 

3. 本制度の意義と役割について、自治体関係者、他分野の福祉関係者、地域経済界、地方議

員などにさらに周知し、徹底していくことが重要になっている。とくに本制度が地域共生社会の

提起や地方創生の取り組みと一体のものであり、地域活性化と持続可能性強化のために本制

度がなくてはならないものであることをあきらかにし、全庁的にこの制度を活かす努力を重ねる

ことを求めていく必要がある。 

4. 3 で述べたことからも、自治体は本制度が、縦割りの制度を超えて、雇用や産業の部局、地域

包括支援センター、障害者基幹相談支援センター、居住支援協議会や住宅セーフティーネッ

ト制度、救護施設、地域定着支援センター、民生委員・児童委員などとつながり、相乗的な成

果を挙げることができるように、あらゆる手段を講じるべきである。その際、当事者の人権と意向

に最大限の配慮しつつ、支援に必要な情報を共有していくための仕組みづくりを急がなけれ

ばならない。 

5. 本制度の趣旨は、既存の制度を乗り越えて、利用者本位の支援を行うことにある。4 にあげた

縦割り制度間の連携強化に加えて、自治体直営であれ、受託運営であれ、実施組織は利用

者およびその世帯のニーズに敏感で柔軟な運営を行うことが求められる。国と委託者である自

治体はそのような柔軟な運営のための仕組みづくりに努める必要がある。 

6. 各事業の現場で奮闘する支援員が孤立し、疲弊していくこととは、本制度がその役割を発揮し、

定着することを困難にするものであり、なんとしても許してはならない。「断らない相談」を目指す

ことは正しいが、そのためにも、支援員の各事業の人員配置を強化しつつ、支援プランなどに

かかわる帳票類や手続きを合理化し、支援員がやりがいをもって支援をすすめることができるよ

うに、あらゆる配慮がなされるべきである。そして 3、4 で述べたことは、制度横断的に個別的・

包括的支援を展開するすべての責任を事業所と支援員におしつけることなく、基礎自治体や

都道府県でそのための体制を整えていくことを意味する。 

7. 支援の人材育成については、地域共生社会の提起にともなう基礎的な知見、知識の共有とい

う課題もふまえつつ、その専門性を強化し、さらに処遇の改善を実現する方向で、都道府県と

自治体が連携しながら制度を整備するべきである。 
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8. 各事業については、国の補助率を高めつつ、必須事業の範囲を拡大していく必要がある。任

意事業についてもより多くの自治体が着手する環境を整えるべきである。また、就労訓練事業

の認定拡大にあたって、特段の措置を講ずることが求められる。 

9. 基礎自治体の規模によっては、任意事業などを単独でおこなうことが困難な場合も多い。ある

いは自立相談支援事業をおこなうことができない町村部もある。生活困窮者自立支援の広域

実施のために、都道府県に生活困窮者支援のセンターを設置するなど、都道府県の役割を明

確にするべきである。 

10. 自治体の事業委託にあたっては、事業の評価が実施費用の多寡に還元されてはならない。ま

た、就労準備支援事業の評価においては、単純に就労件数の評価になると、就労可能な条件

のある利用者のみに支援を集中するいわゆる「クリームスキミング」の傾向を生み出しかねない。

民間事業者の取り組みが総合的に評価され、なにより地域におけるつながりや信頼の蓄積、

利用者の能動的意欲的姿勢を引き出した実績が、きちんと評価される基準をつくりだすべきで

ある。 

11. いうまでもなく本制度は、生活保護の利用を抑制することを目指すものではない。生活保護制

度が、より「利用しやすくかつ出やすい」制度に転じていくことと連携しながら、運用されるべきも

のである。扶助水準引き下げや必要な保護まで抑制することには反対しつつ、他方で同制度

がより柔軟に運用され、生活困窮者の支援と一体化していくことを求めるものである。 

 

一般社団法人 生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事会 

代表理事 岡﨑 誠也 高知市長 

代表理事 宮本 太郎 中央大学 

代表理事 奥田 知志 認定ＮＰＯ法人 抱樸 

理  事 池田 徹  社会福祉法人 生活クラブ風の村 

理  事 櫛部 武俊 一般社団法人 釧路社会的企業創造協議会 

理  事 渋谷 篤男 社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

理  事 生水 裕美 野洲市役所 

理  事 田嶋 康利 日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会 

理  事 新里 宏二 新里・鈴木法律事務所 

理  事 西岡 正次 Ａ’ワーク創造館（大阪地域職業訓練センター） 

理  事 原田 正樹 日本福祉大学 

理  事 和田 敏明 ルーテル学院大学 

監  事 駒村 康平 慶應義塾大学 

 

 

 

（２）平成３０年３月６日に「生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援

法等の一部を改正する法律案」早期成立に向けたお願いを各政党にお届けした。 
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第二号議案第二号議案第二号議案第二号議案    平成平成平成平成 29292929 年度決算報告承認の件年度決算報告承認の件年度決算報告承認の件年度決算報告承認の件    

Ⅰ、第四期（平成Ⅰ、第四期（平成Ⅰ、第四期（平成Ⅰ、第四期（平成 29292929 年度）決算報告年度）決算報告年度）決算報告年度）決算報告    

（平成（平成（平成（平成 29292929 年年年年 10101010 月月月月 1111 日～平成日～平成日～平成日～平成 30303030 年年年年 9999 月月月月 30303030 日）日）日）日）    

 

一、第四期（平成２９年度）の主な事業活動の内容 

１、第４回生活困窮者自立支援全国研究大会の開催 

２、生活困窮者自立支援事業の充実を目指すための自治体支援等に関する調査研究事業 

（平成２９年度 厚生労働省社会福祉推進事業） 

 ３、相談支援スキル強化事業 

４、第５期に開催する第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会の準備 

 

二、第四期（平成２９年度）の損益の概況および第四期予算との比較 

１、収入の部（３９，０００，０００円予算に対し⇒ ３６，７８１，８０７円） 

（１）生活困窮者自立支援全国ネットワークの最大イベント第４回全国研究交流大会が

開催され、行政職員、学識者、関係団体、市民など１，０２９人の参加があった。

大会参加費として６，１０７，０００円を計上した。 

（２）日本財団より、「第４回全国研究交流大会の開催」の事業助成として８，２４０，

０００円を受けた。 

（３）赤い羽根福祉基金より「生活困窮者自立支援に携わる人のための全国研究交流大

会を開催する事業」の助成８，５００，０００円を受けた。 

（４）全国研究交流大会開催地の高知市、高知市コンベンション協会より、全国研究交

流大会の助成として１，０５０，０００円を受けた。 

（５）平成２９年度厚生労働省社会福祉推進事業の助成１０，０００，０００円を受け、

生活困窮者自立支援事業の充実を目指すための自治体支援等に関する調査研究事業

に取り組み、自治体アンケートとコンサルタントサービスを実施した。 

（６）会費、寄付金については、会費２，７５９，０００円（社員５２人、会員６０３

人、賛助団体５団体）、寄付金１２０，０００円の合計２，８７９，０００円となっ

た。 

 

２、支出の部（３９，０００，０００円予算に対し⇒ ３３，２７０，７４３円） 

（１）社団運営費（２，０３０，０００円予算に対し⇒ １，４４９，０５６円） 

１）赤い羽根福祉基金の助成事業として相談支援スキル強化事業を受けることがで

きた。その助成金より、会報発行やメルマガ、ホームページで事業の啓発活動を

行った。また、実行委員会の開催費用、事務局の人件費についても助成の対象と

なった。そのことで、広告宣伝費、人件費は助成金で賄うことができた。 

２）相談支援スキル強化事業より、社団運営費の予算としていた人件費、広告宣伝
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費について一部負担したことで、社団運営費として１，４４９，０５６円に抑え

ることができた。 

（２）事業費（３６，９７０，０００円予算に対し⇒ ３１，８２１，６８７円） 

１）第４回全国研究交流大会は予算２４，５７０，０００円に対し２０，４１６，

２７６円となった。高知市開催ということで、講師、関係者、運営スタッフの旅

費を含む運営費、委託費をこれまでの大会より多く予算として計上していたが、

高知市の協力があり、運営費、委託費を抑えることができた。 

２）赤い羽根福祉基金の助成事業の中で、相談支援スキル強化事業を１，３４６，

１２８で実施した。 

３）平成２９年度厚生労働省社会福祉推進事業の助成を受け、生活困窮者自立支援

事業の充実を目指すための自治体支援等に関する調査・研究事業を１０，０５９，

２８３円で実施した。 

（３）支出総額は社団運営費と事業費の計で３３，２７０，７４３円となった。 

（４）日本財団へ申請していた全国研究交流大会の事業予算と実際かかった事業費との

差額が出たため、返納金２，０１６，０００円となった。 

 

３、結果、第四期（平成２９年度）は１，４９５，０６４円の黒字で決算した。 
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第三号議案第三号議案第三号議案第三号議案    役員選任の件役員選任の件役員選任の件役員選任の件    

 

理事１２名、監事１名の選出を次の通り提案する。 

 

【理事候補 １２名】 

  岡﨑 誠也  高知市長 

  宮本 太郎  中央大学 

  奥田 知志  特定非営利活動法人（NPO 法人） 抱樸 

  池田 徹   社会福祉法人生活クラブ風の村 

  櫛部 武俊  一般社団法人 釧路社会的企業創造協議会 

  渋谷 篤男  日本社会事業大学専門職大学院 

  生水 裕美  野洲市役所 

  田嶋 康利  日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会 

新里 宏二  新里・鈴木法律事務所 

  西岡 正次  Ａ’ワーク創造館（大阪地域職業訓練センター） 

  原田 正樹  日本福祉大学 

  野崎 吉康  社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

 

【監事候補 １名】 

  駒村 康平  慶応義塾大学経済学部 

 

 

 

 

 

 

【顧問  １名】 

  村木 厚子 

 

【研修委員  １名】 

  谷口 仁史  特定非営利活動法人 NPO スチューデント・サポート・フェイス 

 

【事務局  ２名】 

  行岡 みち子 グリーンコープ生活協同組合連合会 

池田 昌弘  特定非営利活動法人 全国コミュニティライフサポートセンター 
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第第第第四四四四号議案号議案号議案号議案    平成平成平成平成 30303030 年度年度年度年度活動方針決定の件活動方針決定の件活動方針決定の件活動方針決定の件    

一、生活困窮者自立支援全国ネットワークの事業目的 

 

（一）「全国研究交流大会」の開催 

全国の生活困窮者に対する支援を行っている支援員(以下支援員)や学識経験者、行

政関係者等幅広い関係者が集い、現場の活動を踏まえた研究発表やシンポジウム、ワ

ークショップなどによる意見交換、政策提言を行うことを目的として「全国研究交流

大会」を定期的（年１回程度）に開催する。 

（二）支援員に対する「実践的研修セミナー（仮称）」の開催及び情報交換等 

現場の支援員を対象に「実践的研修セミナー」の開催（全国各地で複数回開催）及び

情報交換等、支援員の実践的な能力と資質向上を目指す。 

（三）行政等に対する政策提言など 

生活困窮者自立支援の現場の意見を集約し、必要に応じて行政等に対し政策提言を

行う。 

（四）その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 

 

 

二、平成３０年度事業計画 

（一）全国規模のフォーラム「第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会」の開催 

（１）時 期：平成３０年１１月１０日（土）１１日（日） 

（２）場 所：１０日：熊本県立劇場 

１１日：熊本学園大学 

（３）対象者：全国の支援に携わる人、行政職員、学識者、関係団体・一般市民等 

参加目標１，０００人  

（４）内 容： 「生活困窮者自立支援を軸に地域における生活保障を前進させよう」 

１．１日目 全体会 

① 基調鼎談「横結の仕組みと人財」 

② 鼎談「地域共生社会を問いかけて」 

③ 議員編「国会議員からのエール」 

④ 徹底討論 Part1「新生活困窮者自立支援法で何が変わったのか」 

⑤ 徹底討論 Part2「生活支援と生活困窮」 

⑥ フロアディスカッション 

２．２日目 分科会 

① 分科会１「地域が担う（創る）就労支援―「共に働く」地域づくりをめざして」 

② 分科会２「従事者お悩み相談（従事者限定・グループワーク）」 

③ 分科会３現地企画①「任意事業１００％実施だからできたこと」～熊本地震に

おける被災者支援の取り組みとは～ 

④ 分科会４ 現地企画②「生活困窮者支援はチームワーク～一体的実施を事例か
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ら学ぼう～」 

⑤ 分科会５「学習・生活支援事業」から困難を抱える子ども・若者支援の在り方

を問う 

⑥ 分科会６「どうする居住支援・一時生活支援！」 

⑦ 分科会７「家計改善支援をさらに広げ、生活困窮者支援を盛り上げよう！！ 

～家計改善支援員全員集合！皆で語り合おう明日からの支援」 

⑧ 分科会８「自治体の役割を問い直す」10 代後半期以降の若者支援と自治体への  

期待～進路・就労の課題に向き合う自治体施策とは・・・？～」 

⑨ 分科会９続・地域力「地域生活自立支援と地域住民の主体性による地域共同」 

⑩ 全体会 「まとめと方向」 

（５）上記に関わる事業活動 

 （６）第６回生活困窮者自立支援全国研究交流大会の準備 

   平成３１年度の第６回全国研究交流大会の開催に向けた準備を行う。 

１．開催日時：平成３１年１１月９日（土）～１０日（日） 

２．開催地：東北福祉大学（仙台市） 

３．内容:今後検討    

（二）相談支援のスキル強化のための会員通信等の実施 

１．会報の発行により、全国研究交流大会や調査・研究事業の報告と会員の困窮者

支援の取り組み、厚生労働省情報の紹介などを行う。併せてメルマガでも発信

していく。 

２．全国ネットワーク事務局の通信媒体により、連携団体と協力しながら、必要に

応じて相談支援員へのアドバイスなど、双方向の情報交換や会員間の繋がりの

促進を図る。  

（四）行政等に対する政策提言に取り組む 

   生活困窮者自立支援制度の充実に向けて、自治体調査や実践研修、現場取材、全

国研究交流大会を通して、困窮者自立支援の現場の意見を集約し、行政等への政策

提言に取り組む。 

 

 

三、財政基盤の強化方針 

（一）会員、賛助会員の拡大による会費収入の増に取り組む。 

（二）一般企業の制度への理解を促すための働きかけを行い、賛助団体を募り、会費及び

特別会費、寄付金への協力を呼びかけ、収入増に取り組む。 

（三）公的、私的な助成金や補助金等の利用による財政的な強化を図る。    
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第第第第五五五五号議案号議案号議案号議案    平成平成平成平成３０３０３０３０年度予算決定の件年度予算決定の件年度予算決定の件年度予算決定の件    

一、予算概要 

１、収入の部（２６，７８０，０００円） 

（１）会費として、会員７００人、社員６５人、賛助団体３０口、２，７５０，０００

円を計画する。 

（２）助成金として、日本財団より７，７２０，０００円、赤い羽根福祉基金より    

８，０００，０００円の収入で事業を計画する。 

（３）全国研究交流大会参加費収入として１，０００人参加で８，２００，０００円を

計画する。 

（４）その他１１０，０００円を含めて総合計２６，７８０，０００円を収入予算とす

る。 

 

２、支出の部（２６，７８０，０００円） 

（１）社団運営費 

理事会開催のための旅費交通費として８００，０００円、事務局人件費６００，

０００円、会場借料１００，０００円、事務所使用料１８０，０００円、会員募集

のための広告宣伝費として３００，０００円、ホームページ管理料他５００，００

０円など運営費として総額２，８６０，０００円を予算とする。 

（２）事業費 

１）第５回全国研究交流大会は、大会参加費と日本財団、赤い羽根福祉基金の助成

金で実施する計画である。全国研究交流大会予算は総合計で２２，７０２，００

０円とする。 

２）相談支援のスキル強化事業を赤い羽根福祉基金の助成金で実施し、１，２１８，

０００円を予算に計上する。 

 （３）第五期は社団運営費と事業費とで総計２６，７８０，０００円の支出予算とする。 

 

３、第五期（平成３０年度）の予算は剰余金０円で計画する。 
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平成３０年１０月５日時点 

会員数 ７５１名 
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＜連絡先＞ 

一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク 事務局長 行岡みち子 

〒169－0072 東京都新宿区大久保 2-4-15 サンライズ新宿 3Ｆ 

TEL 03－3232－6131 FAX 092－481－7886 

MAIL：info@life-poor-support-japan.net 

 

※日頃は上記事務所に常駐しておりませんので、下記にご連絡いただきますよう 

お願い致します。 

グリーンコープ共同体 生活再生事業推進室内  TEL 092－481－6873  

 

 


